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東京五輪への危機管理  
～2020年にむけて何ができるか～ 



オリンピックにおける危機管理 

目標： 
• 個々人の安全確保 
• 通常の運営範囲を超え、かつ適切な対応を取らないと好まし

くない結果を引き起こし得る事象に対する対応計画の提供 
 
包括的で柔軟性があり、細部にわたる対応 

出典：アメリカオリンピック委員会 

危機管理の基盤： 
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オリンピックにおける主体別危機対応 

• オリンピックを主催する立場（運営従事者）としての
対応 

  ゴール：大会をスムーズに行う 
• 開催国としての対応 
  課題：海外から国籍の異なる多くの来訪者 
• 開催地としての対応 
  課題：日常活動に新たな活動が付加される 
• 参加者（選手、観客）としての対応 
  意識：大会のレベルの高さに執心する 
      （危機意識はもっとも希薄なグループ） 
・ 非主体者としての対応 
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国の対応(セキュリティ・安全安心) 

 ①テロ対策（内閣官房、警察庁、総務省、法務省、財務省、国土交通省、
防衛省、厚生労働省等） 

○検討体制の設置：内閣官房、警察庁等 
  閣僚会議においてセキュリティ対策の進捗管理を行うことをIOC に対

して明確化するとともに、関係府省庁によるセキュリティ幹事会及び
テロ対策WT を平成26 年10 月に設置。今後の課題や緊密な連携に
ついての確認とあわせ、シニア・セキュリティ・コマンダーとして警察庁
次長を登録。 

○未然防止のための水際対策及び情報収集・分析機能の強化：法務省、
財務省、警察庁等事前情報の活用により、入国審査及び通関検査を
強化。その一環として、 

   1)入管法を改正し、航空会社に対し、乗客予約記録（PNR）の報告を
求めることができる規定を新設（平成27 年1 月施行）し、外国人の入
国審査を一層効果的に実施する。 

   2)航空会社による税関へのPNR の電子的報告を可能とし（平成27 年
4 月）、携帯品の通関検査を一層効果的に実施。不審・危険動向等
の未然防止及びテロ関連物品の水際阻止に向け、情報収集・分析機
能の強化と国内外の関係機関との連携強化等を推進。 

 
（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 3 



 
国の対応(セキュリティ・安全安心) 

 ①テロ対策（内閣官房、警察庁、総務省、法務省、財務省、国土交通省、
防衛省、厚生労働省等） 

○競技会場等におけるセキュリティの確保：警察庁等 
      テロや災害等に備え、情報収集・分析の強化、重要施設の警戒警備及び対

処能力の強化、大会主催者等との連携強化等を推進。また、競技施設等の
設計段階からセキュリティの視点を盛り込むため、新国立競技場の設計に
関する協議に参画するとともに、競技会場等予定地の実査に着手。 

○警戒監視、被害拡大防止対策等：防衛省 
      競技会場周辺を含む我が国上空の警戒監視や、災害・テロ等が発生した場

合の警察等の関係機関と連携した自衛隊による被災者救援・被害拡大防止
に係る施策について検討を開始。 

○ＮＢＣ（核・生物・化学物質）テロ対策：厚生労働省、総務省、警察庁 
      「化学テロリズム対策についての提言」において、東京大会等大規模国際イ

ベントに備え、解毒剤の備蓄など化学テロについての対応強化の必要性が
指摘されたこと等を踏まえ、備蓄を開始。天然痘テロに備えたワクチン備蓄
を引き続き実施。さらにNBC 災害対応力強化のため、特殊災害隊等の緊急
消防援助隊の大幅増隊や、大型除染システム搭載車の首都圏近郊への配
置、テロ災害への対応能力向上のための国と地方公共団体との共同訓練
の充実強化等を進めるほか、万全を期すための具体的な施策を検討。 

（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 4 



大会を支える機能（ファンクショナルエリア） 
ＩＯＣ・ＩＰＣが提示する６つの分類の下に、大会運営に必要な５２のファンクショナルエリア（FA） 

（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 5 



大会へのロードマップ 

（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 6 



未然防止、情報収集/分析：法務省、警察庁等 

（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 7 



未然防止のための対策：法務省、警察庁等 
（税関関係） 

（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 8 
 



競技会場等でのセキュリティ確保：警察庁等 

（内閣官房2020年オリンピック・パラリンピック東京大会推進室） 9 



オリンピックにおける危機対応方策 

出典：アメリカオリンピック委員会 

保護すべき対象 

 選手 
 運営従事者 
 観客 
 スポンサー企業 
 NGB 
 （スポーツ国内統括団体） 

保護の方法 

 保険制度 
 契約による補償 
 安全対策と訓練 
 危機管理施策 

 

アメリカオリンピック委員会にとってのリスク管理のミッションとは何か 

10 



オリンピックにおける危機対応 

出典：アメリカオリンピック委員会 

予測 評価 

防止 

計画 

実行 

危機管理の基本的な考え方 
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オリンピックにおける危機対応 

出典：アメリカオリンピック委員会 

「予測」フェーズ：オリンピックに特化したエクスポージャー分析 

エクスポージャー 

• 自然災害 
• 危険度の高いトレーニング活動 
• 移動とロジスティックス 
• 諸外国のしきたり 
• 代表団の信任状提出 
• 競技コンプライアンス 
• 大規模イベント 

シナリオ 

• 荒天、地震等 
• 代表団員が負う大怪我 
• トランジット／インフラ停止 
• 代表団が巻き込まれる諸外国での 
  法的な問題 
• ドーピング問題 
• テロ 
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オリンピックにおける危機対応 

出典：アメリカオリンピック委員会 

運営面／オ
リンピックに
特化したリス
クの軽減 

契約
審査 

保険 

イン
フラ 

訓練 

身元
確認 

関係
構築 

「防止」フェーズ： リスク軽減策 
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オリンピックにおける危機計画 

出典：アメリカオリンピック委員会 

「計画」フェーズ： 計画の検討 

緊急対策 
チーム 

• 組織代表者 
• 指揮系統 
• 役割と責任 
• バックアップ
体制 

計画対応 

• 可能な限りの
統合 
• 簡素化 
• 柔軟性 
• 危機管理計画 
• 事後対応 

コミュニケー
ション計画 

• 広報担当 
• 予定表 
• 明確な伝達
内容 
• 対象の識別 

資源需要 

• 二次サプライ
ヤー 
• 金融アクセス 
• 管轄支援 

計画公表 

• 意思疎通 
• 訓練 
• 検査 
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東京での五輪開催と都市基盤 
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東京オリンピック1964での新規整備 
交通機関・道路等のインフラ整備 
• 東海道新幹線・東京モノレールの開業 
• 東京国際空港のターミナルビル増築・滑走路拡張 
• 首都高速道路の整備 
• 青山通り拡幅・整備 
• 環七通り・六本木通りの拡幅・整備 

 
宿泊施設 
• ホテルニューオータニ 
• ホテルオークラ 
• 東京ヒルトンホテル 
• 東京プリンスホテル 
• コープオリンピア 

 

東海道新幹線の
開通 

新産業の創出 

16 



２０２０オリンピック・パラリンピックに 
向けた主なインフラ整備箇所 

（首都圏白書H26） 17 



環状2号線の延伸 

（首都高速道路） 

新虎通り 
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国際都心としての競合エリア 

(『グローバルフロント東京』） 

品川周辺と 
臨空ゾーン 
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臨海フロンティア 

臨空ゾーン 

東京都心の拠点の位置づけ 

（都心のあたらしい街づくりを考える会） （｢The Shoten-gai ライフスタイルと街に関する研究｣(一財)森記念財団） 20 



ＪＲの羽田空港直結線（２０２５） 

（日経ニュース2014年7月15日） 

（23分） （18分） 
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東京と主要都市の空港容量 

(国土交通省） 

ニューヨーク(JFK、ニューアーク、ラガーディア)は118万回 
ロンドン(ヒースロー、スタンテッド、ルートン、ガドウィック、ビギンヒル、シティ)は110万回
パリ(シャルル・ド・ゴール、オルリー)は75万回 （それぞれ、2011年） 

⇒13万回 
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Global Power City Index 
Transformation of Tokyo 
London Olympics 

2012 
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2020年東京での外的危機要因 
① 台風・水害対策 ：  
  台風・ゲリラ豪雨・洪水など、気象災害の発生の可能 
  性が高い。 
② 地震対策 ：  
  首都直下など可能性は常にあるが、台風等よりは低 
  い。しかし、発生のタイミングで対応は異なる。 
③ 熱暑対策 ：  
  ゲームが開催される８月は世界最高の酷暑。熱中症と 
  集団食中毒への対応が必要となる。 
④ 電力確保対策 ：  
  オリンッピック継続の最大の鍵はいかなる事態に対して 
  も『電力を確保』することにある。 
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2020年東京での外的危機要因 
⑤ 新感染症 ： 
   ８月開催であるため発生の可能性が低いが、海外か

らさまざまな伝染性病原体持込の可能性がある。 
⑥ テロ対策 ：  
  可能性は１９６４年当時よりも頻度が増しているが、多

様な形態に対しての対応レベルも進化している。 
⑦ 火山対策 ：  
  市街地内の自動車・鉄道運行と空港・新幹線などの交

通への影響と停電対策が必要。 

29 



首都直下地震の切迫度（中央防災会議資料） 
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東京都指定の避難場所とオリンピック会場 

出典：東京都資料 ＋ 中林一樹 31 



断水率と停電率の分布 

出典： 東京都資料 32 



ライフライン施設被害（東京湾北部地M7.3）  
（中央防災会議資料） 
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３.１１での東京の帰宅困難者 

市川宏雄「東京の被災 試された災害対応力と国際競争力への影響」 34 



東京都区部の地震時等に著しく危険な密
集市街地 

（国土交通省、2012年） 35 



首都高速道路の現況 

（首都圏白書H26、首都高速） 36 



 
 
 
 
 ご清聴ありがとうご 
 ざいました 
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